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アメリカにおける過失不法行為での
精神的損害賠償
―原告が直接の被害者である場合―
楪　　　博　行
はじめに
　精神的損害への賠償は、アメリカにおいて多くの不法行為訴訟で請求
されている。精神的損害賠償の訴訟原因には、不法行為のうち人身損害
によるものが多い。故意による不法行為では身体的接触(battery)や身体
的強迫(assault)に基づいて請求されるだけでなく、独立した不法行為とし
て故意による精神的加害(intentional infliction of mental distress)が州コモ
ン・ロー上存在しているのである。一方で過失による不法行為(negligence 
torts)では、原則として精神的損害賠償が否定されてきた（1）。
　後述するように、アメリカの裁判所は、何らかの身体的な接触(impact)
があり、それが精神的損害をも併発している場合にのみ、例外として精神
的損害賠償を認めてきた。現代社会においてはさまざまな原因がストレス
を誘引し、何らかの精神的損害を引き起こすことは否定できない事実であ
る。また必ずしも身体的損害を伴わない、いわば精神的損害のみを発生さ
せるSNSによる名誉棄損などもある。それでは、精神的損害賠償の根拠は
何に求めればよいのか。
　アメリカの裁判所は、過失行為により発生する精神的損害を二つの側面
から検討してきた。過失行為が被害者である原告に直接向けられている場
合と、他者に向けられた過失行為を原告が認知する場合である。前者で
は、原告に対する義務違反であり、後者は原告への直接の義務違反は存在
（1）　RESTATEMENT (THIRD) OF TORTS, LIABILITY FOR PHYSICAL AND EMOTIONAL HARM, §47, 
cmt. b (2012).
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しない（2）。換言すれば、直接の被害者は自らの安全に恐怖心を感じて精神
的損害が発生する事故に巻き込まれた者であり、傍観者は他者に対する行
為を観察することにより精神的損害が発生する者と定義できる（3）。
　本稿はそこで、精神的損害賠償の根拠を考察することを目的として、原
告が直接の被害者である場合に限定し、アメリカ不法行為法とりわけ過失
不法行為における精神的損害への賠償をとりあげる。精神的損害賠償が認
められてきた経緯、さらにそれを巡る問題を考察する。精神的損害賠償が
否定された理由、例外としての身体的な接触の概念、そして接触を必要と
しない精神的損害賠償認定基準について検討を加える。
一　接触ルールの誕生
　アメリカでは長い間、原告が過失行為による直接の被害者である場合、
精神的損害賠償を受けるには物理的損害または接触が同時に発生してい
る必要があった。いわゆる接触ルール(impact rule)と別称されるものであ
り（4）、現在でも複数の州で採用されている（5）。
　接触ルールはイギリスの判決であるVictorian Railways Commissioners 
v.  Coultas（6）で明らかにされた。枢密院司法委員会(Judicial Committee of 
the Privy Council)は、実際の身体的被害を伴わない単なる恐怖に由来す
（2）　See, e.g., Michaud v. Great Northern Nekoosa Corp., 715 A.2d 955, 959 (Me. 1998).
（3）　Jarett v. Jones, 258 S.W.3d 442, 446 (Mo. 2008).
（4）　See, e.g., St. Louis, I.M. & S.R. Co. v. Bragg, 64 S.W. 226 (Ark. 1901).
（5）　以下の州が原則として採用している。フロリダ州(See, e.g., Gonzalez v. Metropolitan 
Dade County Public Health Trust, 651 So.2d 673( Fla. 1995).)、ジョージア州(See, 
e.g., Lee v. State Farm Mut. Ins. Co., 533 S.E.2d 82 (Ga. 2000).)、アーカンソー州
(See, e.g., Dowty v. Riggs, 2010 Ark. 465, 385 S.W.3d 117 (2010).)、イリノイ州(See, 
e.g., Schweihs v. Chase Home Finance, LLC, 2016 IL 120041, 412 Ill. Dec. 882, 77 
N.E.3d 50 (Ill. 2016).)、インディアナ州(See, e.g., Ross v. Cheema, 716 N.E.2d 435 
(Ind. 1999).)、ヴァージニア州(See, e.g., Delk v. Columbia/HCA Healthcare Corp., 
523 S.E.2d 826 (2000).)、ネバダ州(See, e.g., Olivero v. Lowe, 995 P.2d 1023 (Nev. 
2000).)、ワシントンD.C.(See, e.g., McMillan v. National R.R. Passenger Corp., 648 
A.2d 428 (D.C. 1994).)である。
（6）　13 App. Cas. 222 (P.C. 1888).
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る精神的損害は、被告の行為から発生したものとは考えられず、賠償の
対象とはならないと述べたのである（7）。身体的接触のない単なる恐怖を
訴訟原因のない架空の請求と位置づけたわけである。Victorian Railways 
Commissioners 判決は、アメリカでは1897年のマサチューセッツ州最
高裁判所判決であるSpade v. Lynn & Boston R. Co.（8）および、1896年の
ニュー・ヨーク州最高裁判所判決であるMitchell v. Rochester Ry. Co.（9）に
承継された。Mitchell事件は馬車が妊婦に急接近したことで妊婦が恐怖を
感じ、そのため流産をした事案である（10）。本判決でニュー・ヨーク州最高
裁判所は、恐怖が訴訟原因に該当しないととらえ、そこから発生する損
害の賠償はできないと判断した（11）。精神障害や流産がこれに該当すると述
べ、これらの精神的損害はその程度や賠償範囲を示すだけであるため、
直接の身体的損害がなければ賠償されることはないと結論づけたのであ
る（12）。
　接触ルールは、身体的損害を伴わない精神的損害の賠償を一律に否定
し、個別の精神的損害状況を考慮しないものである。当該ルールは個別事案
での正義を追求するのではなく、むしろ多数提起されるであろう虚偽請求を
排除して十分な司法判断を担保することが根拠となっているわけである（13）。
その意味で政策的視点に立った判断が必要とされるのである。
　接触ルールの必要性は多く主張されてきた。まず精神的損害の信憑性
を立証することが困難であるため必要であると主張されていた（14）。次に原
（7）　Id.
（8）　47 N.E. 88 (Mass. 1897). 精神的損害賠償の前提としての接触は、単なる恐怖を防御
することに過失である者に責任を負わせることが不合理であるとともに、これを認
めれば不当な請求を審理しなければならないと述べている。Id. at 89.
（9）　45 N.E. 354 (N.Y. 1896).
（10）　Id. at 108-109.
（11）　Id. at 109.
（12）　Id. at 110.
（13）　See, e.g., Commentary, Torts: The Impact Rule - Nuisance or Necessity?, 25 U. FLA. L. 
REV. 368, 372 (1973).
（14）　Payton v. Abbott Labs, 437 N.E.2d 171, 175-76 (Mass. 1982);
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告が多数となれば、被告は無限に損害賠償責任を負うことになる（15）。極め
て多数の賠償請求の訴えが提起されるのである（16）。また、このように訴訟
が増加する問題だけでなく、精神的損害の責任範囲を確定することの困難
さ（17）、さらに精神障害が発症しても恐怖の程度や賠償額についてなど（18）、
賠償そのものに関連する問題もある。そのため、接触ルールにより精神的
損害賠償請求を遮断して、これらの問題を回避することになったわけであ
る。
　しかし現在では、接触ルールを採用する州で厳格適用を避ける修正が加
えられている。フロリダ州では、食品に混入した不活性異物を摂取した場
合には、接触ルールが適用されないことになった（19）。当該事案では、消費
者が異物の混入した食品を摂取することにより身体または精神的に不健康
となることを製造者または販売者が予見できるはずであり、接触が必ずし
も必要ではないと判断されたためである（20）。予見可能性で精神的損害賠償
を認めているのは、消費者が印刷表示を見ることで包装された食品が消
費に適しているかを判断しているからである（21）。この予見可能性は、被害
者が食品を摂取することが必要であり単に異物を現認しただけでは足りな
い（22）。予見可能性を精神的損害賠償要件としているところに、製造物責任
による損害賠償の視点が加えられているといえる。また接触ルールの接触
要件が食品摂取によって満たされるとも解すことができるのである。イン
（15）　Gaston v. Flowers Transp., 866 F.2d 816, 819-20, (5th Cir. 1989); Richard S. 
Miller, The Scope of Liability for Negligent Infliction of Emotional Distress: Making the 
Punishment Fit the Crime, 1 U. HAW. L. REV. 1, 6 (1979).
（16）　William M. Landes & Richard A. Posner, Causation in Tort Law: An Economic 
Approach, 12 J. LEGAL STUD. 109, 126-27 (1983).
（17）　Braun v. Craven, 51 N.E. 657, 662 (Ill. 1898).
（18）　Mitchell Rochester Ry. Co., 45 N.E. at 354.
（19）　Doyle v. Pillsbury Co., 476 So.2d 1271 (Fla. 1985).
（20）　Id. at 1272.
（21）　Id.
（22）　Id.
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ディアナ州も修正が加えられた接触ルールを採用している。身体的損害が
些細でその証拠が脆弱な場合であっても、原告は精神的損害に直接関係す
る身体的損害を示して、精神的損害が確実かつ予見可能であることを立証
しなければならないのである（23）。
二　接触ルール放棄の傾向
　アメリカでは、心理学の発展とともに精神的損害賠償請求が虚偽による
ものであるとの前提が見直され、接触ルールの必要性は失われてきた（24）。
一方で、タバコの煙の吸入や電気ショックなど身体的損害が些細であって
もそれに伴う精神的損害が認められるようになってきた（25）。現在では、身
体的損害が立証困難な場合、さらにこれと精神的損害の関連性が不明な場
合であっても、加害者の過失行為に被害者が直接巻き込まれ、身体に対す
る接触が希薄または濃厚に関わらず現実に接触があると認定されれば （26）、
精神的損害への賠償を認めるようになってきた（27）。以上のように接触が推
定されていないにもかかわらず精神的損害への賠償を認める傾向が示され
てきた原因は、20世紀初頭と中頃の二期間にわたる判例形成にあった。
　第１の判例形成は1915年から1933年の間に現れた。まず1915年には工
事のために用いたダイナマイトが被告の過失により爆発して被害者が卒倒
した場合、爆発が卒倒を発生させたのは当然の結果であるとして、卒倒に
よる精神的損害賠償を認めた（28）。次は1933年に、危険領域(zone of danger)
に被害者がいる場合に、他者に対する不法行為を原因とする精神的損害へ
（23）　Atlantic Coast Airlines v. Cook, 857 N.E.2d 989, 996 (Ind. 2006).
（24）　Roscoe Pound, INTERPRETATION OF LEGAL HISTORY 120 (1946).
（25）　 タバコ煙の吸入については、See, e.g., Morton v. Stack, 170 N.E. 869 (Ohio 1930)、
また電気ショックについては、See, e.g., Hess v. Philadelphia Transp. Co., 56 A.2d 89 
(Pa. 1948).
（26）　例えば、ドアを強くノックされたことによりトラウマが発症したとして精神的損
害賠償を認めたものにRoss v. Cheema, 716 N.E.2d 435 (Ind. 1999)がある。
（27）　See, e.g., Conder v. Wood, 716 N.E.2d 432 (Ind. 1999).
（28）　Salmi v. Columbia & N.R.R. Co., 146 P. 819, 821 (Or. 1915).
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の賠償が認められたのである（29）。本判決は、実質的な身体的損害の発生と
病理学的な精神状態の結果を示す明らかな兆候があれば、接触がなくても
精神的損害賠償を認めていると述べた（30）。この判例の動向が現れた理由と
して、スロックモートン（Archibald Throckmorton）教授は、身体的損害
と隔離した精神的損害の賠償を認めない不条理なルールを認める必要がな
くなり、僅かな接触による恐怖であっても精神的損害賠償を認めることが
望ましいとされたのではないかと分析している（31）。
　第２の判例形成は1955年から1961年の間になされた。まず1955年に
は、精神的損害に付随して身体的損害が発生した場合に、両損害が同時に
起こらなくても精神的損害賠償を認める判断がペンシルバニア州最高裁判
所で下された（32）。その理由は、後に発生した損害が前に発生したものに起
因していることであった（33）。身体的および精神的損害発生が相互に密接に
関連しているということである。次に1961年にニュー・ヨーク州最高裁
判所は、スキー場職員の過失によるベルト未装着を原因として、スキー場
のリフトに乗車した幼児が重篤な精神的損害を被った事案につき精神的
損害賠償を認めている（34）。違法行為の救済がコモン・ローの伝統であるこ
と（35）、根拠なく精神的損害賠償が請求されるおそれがあるが些細な接触の
場合も同様であること（36）、そして損害程度と賠償額算定が困難なことにつ
いては、恣意的ではない証拠の質および真偽を専門家証人が対応できるこ
とをその理由にあげている（37）。
（29）　Bowman v. Williams, 165 A. 182, 184 (Md. 1933).
（30）　Id.
（31）　Archibald H. Throckmorton, Damages for Fright, 34 HARV. L. REV. 260, 270 (1921).
（32）　Potere v. City of Philadelphia, 112 A.2d 100, 103 (Pa. 1955).
（33）　Id. at 104.
（34）　Battalla v. States, 176 N.E.2d 729 (N.Y. 1961).
（35）　Id. at 730.
（36）　Id. at 731.
（37）　Id. at 731-32.
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　接触を不要とするルールは既に1892年のミネソタ州裁判所の判決であ
るPurcell v. St. Paul City Ry. Co（38）で認められていた。本件は市街地を走る
ケーブル電車の運転手が過失運転を行い、別のケーブル電車の乗客に接
触する切迫した危険性(imminent danger)があったことを原因として、運
営する鉄道会社を相手取り当該乗客が精神的損害賠償を請求した事案であ
る。本判決は、切迫した危険性の存在を条件として、接触がなくても精神
的損害賠償請求が可能であると判断した（39）。後述する危険領域基準で精神
的損害賠償を認める先例になったのである。
　接触ルールの根拠は、精神的損害賠償が虚偽もしくは推測で請求される
ことを防ぐことである。しかし、この理由のみで精神的損害賠償請求が遮
断されるのであれば、当該賠償請求訴訟の訴訟原因を永遠に裁判所が認め
ないことにもなりかねない（40）。心理学研究者により虚偽もしくは推測を排
除することが可能であると指摘されて以来（41）、非常に長い時間が経過して
いる。科学的に精神的損害の存在を判定できる可能性が主張されたのは、
約80年前である（42）。
　この影響があったのか不明であるが、今日では接触ルールは大多数の州
で放棄されてわずかな州のみに残っている（43）。2012年には、全米50州のう
ち40州で接触ルールの適用が否定されている（44）。精神的平穏の確保が困難
であるのが現代社会であり、そのため重篤かつ医学的証拠をもつ精神的損
害のみが賠償される。そしてこの医学的証拠は社会の発展とともに更新さ
れていくのである（45）。
（38）　50 N.W. 1034 (Minn. 1892).
（39）　Id. at 1035.
（40）　4 MODERN TORT LAW: LIABILITY AND LITIGATION, 2d, §32:16 (2018). 
（41）　Robb v. Pennsylvania R. Co., 210 A.2d 709, 714 (Del. 1965).
（42）　Orlo v. Connecticut Co., 21 A.2d 402, 404 (Conn. 1941).
（43）　Battalla v. State, 176 N.E.2d 729 (N.Y. 1961).
（44）　Osbone v. Keeney, 399 S.W.3d 1, 17 (Ky. 2012).
（45）　Id. at 17-18.
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三　被害者による危険の認識―危険領域基準
　多くの州で接触は必要とされなくなってきたが、実際には精神的損害賠
償の前提に少なくとも何らかの身体的損害を必要とする州が存在する（46）。
一方で、接触ルールを完全に放棄した州は、接触に代わり被害者である原
告が危険領域にあることを要件とするに至っている（47）。この危険領域基準
は、加害者の過失行為により喫緊の危険にさらされている被害者にのみ
精神的損害賠償の認容を限定する機能をもつ（48）。危険領域基準に該当する
ためには、被害者が危険領域に存在すると同時に恐怖が発生し（49）、過失行
為が被害者へ直接向けられている（50）ことが必要である。したがって、加
害者の過失行為と被害者の恐怖との間に時間的乖離があれば被害者は危険
領域には存在しないことになり、精神的損害賠償が認められないことにな
る（51）。
　合衆国最高裁判所は、接触を精神的損害賠償の要件としない危険領域
基準を限定的に認める判断を示した。これが1994年のConsolidated Rail 
Corp. v. Gottshall（52）である。本判決は業務上のストレスの精神的損害賠償
請求につき、連邦雇用者責任法(FELA: Federal Employers’ Liability Act)（53）
の事案では危険領域基準が適用されると述べたのである（54）。そして、業務
によるストレスが危険領域にあるものとはいえないので、連邦雇用者責
任法の下で精神的損害賠償が認められないと判断した（55）。また、連邦雇用
者責任法における身体的損害不在での精神的損害賠償請求について合衆
（46）　4 MODERN TORT LAW: LIABILITY AND LITIGATION, supra note 40, at §32:19.
（47）　Id. at §32:19 n.1.
（48）　Birmingham Coal & Coke Co., Inc. v. Johnson, 10 So.3d 993, 999 (Ala. 2008).
（49）　Jane W. v. President and Directors of Georgetown College, 863 A.2d 821, 826 (D.C. 
2004).
（50）　Goodby v. Vetpharm, Inc., 974 A.2d 1269, 1274 (Vt. 2009).
（51）　Smith v. DataCard Corp., 9 F.Supp.2d 1067, 1081 (D. Minn. 1998).
（52）　512 U.S. 532 (1994).
（53）　本法は1906年に成立したもので、45 U.S.C.A. § 51では被雇用者に対する鉄道会社
の過失を含む損害賠償責任を認めている。
（54）　Consolidated Rail Corp., 512 U.S. at 555.
（55）　Id. at 558.
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国最高裁判所が判断した1997年のMetro-North Commuter Railroad Co. v. 
Buckley（56）がある。本件では、鉄道会社の配管工が配管の際のアスベスト
被ばくによりがん発症の恐怖を感じたとして精神的損害賠償を求めた。こ
れに対して合衆国最高裁判所は、精神的損害賠償には身体的接触(physical 
impact)が必要であると述べた（57）。その上で、単に物質に接触したことがこ
れに該当せず、相当の時間経過後に疾病を発症するものでなければ連邦雇
用者責任法を根拠に精神的損害を請求することはできないと判断したので
ある（58）。2003年の合衆国最高裁判所判決であるNorfolk & Western Railway 
Co. v. Ayers（59）もアスベスト被ばくの事案であったが、がん発症の身体的兆
候(physical manifestation)がなくても、請求が真正なものであると立証され
れば、連邦雇用者責任法に基づく訴えで精神的損害賠償が認められると判
断した（60）。本判決は1997年のMetro-North Commuter Railroad Co.判決とは
異なり、連邦雇用者責任法を根拠として、鉄道労働者は真正な立証を前提
として業務上被った精神的損害賠償が可能であることを示したのである。
　以上の判例を受けて、不法行為リステイトメント第三版第47条で精神
的損害賠償には危険領域基準が適用される旨が、以下のとおり示されるこ
とになった（61）。
　　　 過失行為により他者へ重篤な精神的損害を引き起こした者は、以下
の行為に該当すれば責任を負う
　　(a) 他者を直近で身体的損害を被る状況に置き、精神的損害が当該危
険から生じるもの
　　(b) 過失行為が特に重篤な精神的損害を引き起こす特定の活動、仕
事、そして関係の中で発生したもの（62）
（56）　521 U.S. 424 (1997).
（57）　Id. at 430.
（58）　Id. at 432.
（59）　538 U.S. 135 (2003).
（60）　Id. 157.
（61）　RESTATEMENT (THIRD) OF TORTS, supra note 1, at §46 cmt. b.
（62）　Id. at §47.
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　リステイトメント第47条 (a)項では危険領域基準が適用され、接触の代
わりに身体的損害発生の危険性およびこれを認識したことから発生する精
神的損害との因果関係が必要になる。(b)項は、重篤な精神的損害を引き
起こす特定類型の行為であれば、身体的損害から独立して精神的損害の賠
償を可能とするのである。リステイトメントは接触ルールを放棄し、身体
的損害発生の危険性の認識が精神的損害賠償の主たる要件となる旨を示し
たのである。ただし第47条のコメントは、一般通常人の被害かつその証
拠が接触要件よりも信頼に足ることを求めている（63）。危険領域基準とはい
え、接触との比較の中で直近の身体的損害の認識かつ証拠の高度な信頼性
を求めている。そこで、単なる接触よりも厳格な要件を求めていると解す
ることができる。
　一方で、医療事故事案では身体的損害から独立した精神的損害賠償基準
を用いている。死産した女性が担当医に対し死産による精神的損害賠償を
求めた事案につき、アラバマ州最高裁判所はこの請求を認めた。その理由
として、医療現場において精神的損害賠償の前提として身体的損害を必
要とすることは、医療現場の現実に即さない考えであると結論づけてい
る（64）。なぜなら、医療行為により身体的に接触や損害などの影響を与える
ことが前提となるからである。同様に、精神的損害を身体的損害から独立
したものとして当該賠償を認める裁判所もある。精神的損害が診断可能で
かつ重篤であると認定できる場合に、これを認容するのである（65）。
　また、医療提供契約では契約違反の際に重篤な精神的損害の発生が憂慮
されるという理由から精神的損害を認めている。ワイオミング州最高裁判
所は、病院により赤ちゃんの取り違えがなされ43年間会うことのできな
かった母子に対して、精神的損害が重篤かつ悲痛なものでありかつ心理カ
ウンセリングの経費が必要となるため、当該賠償を請求できると判断して
（63）　Id. at §47 cmt. j.
（64）　Taylor v. Baptist Medical Center, Inc., 400 So.2d 369, 374 (Ala. 1981).
（65）　Bass v. Nooney Co., 646 S.W.2d 765, 772-73 (Mo. 1983).
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いる（66）。同裁判所は、身体的接触がなくとも医療提供契約違反の事案で精
神的損害賠償請求が可能となる要件について、①精神的損害発生の予見
性、②加害者の行為と損害との間の密接な関連性、③身体的損害発生可能
性の程度、④加害者の行為に帰す道義的非難、⑤将来の損害を防止する方
策、⑥加害者の負担、⑦地域および裁判所への効果、⑧精神的損害に対す
る保険利用の可能性およびその経費をあげている（67）。
　以上の詳細な精神的損害賠償要件を採用せず、過失による不法行為の要
件で当該賠償を認める裁判所もある（68）。この場合には、訴訟原因の脆弱な
訴え提起を防止するために、精神的損害賠償が重篤であるだけでなく、こ
れが科学的証拠によって立証することを求めている（69）。
　接触を必要とせずに精神的損害賠償を認めた医療以外の事案には誤認逮
捕がある。これを示す例として1982年のウィスコンシン州最高裁判所判
決であるLaFleur by Blackey v. Mosher（70）がある。原告である14歳の少女
は、被告である警察官に誤認逮捕されて一晩中施錠された留置場に入れ
られたのであった。被告が原告を留置していることを失念したためであ
る（71）。本件法廷地であったウィスコンシン州では、精神的損害を引き起こ
す身体的兆候を当該賠償の要件としていた。ウィスコンシン州最高裁判所
は、過失行為では身体的兆候がなければ、実際かつ重篤な精神的損害が真
正なものである可能性が少なくなるが、真正かつ重篤であることを示す証
拠があればその兆候は不要であると述べたのである（72）。
　本件で同裁判所は、不法監禁で接触ルールの例外が認められるために
は、原告が以下について立証することを求めた。①被告が過失により原告
（66）　Larsen v. Banner Health System, 81 P.3d 196, 204 (Wyo. 2003).
（67）　Id. at 203-04.
（68）　Camper v. Minor, 915 S.W.2d 437 (Tenn. 1996).
（69）　Id. at 446.
（70）　325 N.W.2d 314 (1982).
（71）　Id. at 315.
（72）　Id. at 317.
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を監禁し、②当該監禁が相当な期間継続しており、③一般通常人は監禁に
より精神的損害を被ることになり、④監禁が精神的損害を引起す実質的要
因であり、⑤精神的損害が重篤になることである（73）。また、ガス爆発の際
の精神的損害賠償請求事案を審理したマサチューセッツ州最高裁判所は、
虚偽請求の影響とそれを拒絶して審理しないことの利益を衡量すべきであ
ると述べた（74）。陪審員が、精神医学の専門家証言を得た上で精神的損害賠
償請求の妥当性を確認し、そして虚偽の請求と訴訟原因のある請求とを衡
量すべきであると付言している（75）。
四　疾病発症の恐怖と危険領域基準
　既に見たように、危険領域基準が適用される事案は主として医療にかか
るものである。医療事案では接触ルールが適用されなくなったが、疾病罹
患に対する恐怖そのものに精神的損害賠償が認められるのかが疑問とな
る。
　1982年のマサチューセッツ州最高裁判所のPayton v. Abbott Labs.（76）は、
流産防止剤であるDES(Diethylstilbestrol ： ジエチルスチルベストロール)
を妊娠中の母から摂取した娘が、その副作用が発症していなかったにもか
かわらず将来の発症を危惧した精神的損害賠償請求に対する判決である。
同裁判所は、精神的損害を引起したDESを原因とする疾病が発症しない限
り当該損害賠償を受けることはできないと判断したのである（77）。疾病発症
という身体的兆候を疾病発症への恐怖に対する精神的損害賠償の前提とす
るのが、リステイトメント第二版により採用されたルール（78）であり、多
（73）　Id. at 318.
（74）　Sullivan v. Boston Gas Co. 605 N.E.2d 805, 808 (Mass. 1993).
（75）　Id. at 810.
（76）　437 N.E.2d 171 (1982).
（77）　Id. at 181.
（78）　RESTATEMENT (SECOND) OF TORTS, § 436[2] (1965).
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数のアメリカの州で採用されるものであると述べている（79）。重篤ではない
精神的損害は、一時的なものに過ぎないとともに虚偽で容易に請求されて
いること、そして被告の行為が故意ではなく過失によるものであることが
判断に至った理由であった（80）。
　一方、現実に疾病が発症したことを精神的損害賠償の要件とせず、疾
病発症の恐怖が合理的であれば当該賠償を認める判例も存在する。これ
が1998年のネブラスカ州最高裁判所判決のHartwig v. Oregon Trail Eye 
Clinic（81）であり、AIDS感染の恐怖に対する精神的損害賠償を認めた例で
ある。病院で医療廃棄物以外の清掃を行っていた原告が、ゴミ箱の中に
あった使用済み皮下注射用注射針に誤って触れて怪我を負った。後日病院
の看護師からAIDS発症の危険性を警告されたため、原告は精神的損害を
負ったと主張して病院を相手取って損害賠償請求をした。本判決は、皮下
注射用注射針の使用対象者が不明であり、HIV(human immunodeficiency 
virus：ヒト免疫不全ウイルス)陽性でないことを立証することが不可能で
あると認定した（82）。そこで、HIVにより血液など体液がAIDSに感染した
ことを立証しなくても、精神的損害への賠償請求が可能であると判断し
たのである（83）。AIDS事案でも、単なる感染の恐れのみでは精神的損害賠
償を認めない例もある。1995年のミネソタ州最高裁判所判決のK.A.C. v. 
Benson（84）である。本判決は、身体損害発生の危険領域にあることが精神
的損害賠償の前提であるとし（85）、これを満たすためには現実にHIVウイル
スにさらされていなければならないと述べている（86）。ニュー・ジャージー
（79）　Payton, 437 N.E.2d at 178.
（80）　Id. at 178-79. この理由はリステイトメント第二版436A条２項のコメントが示した
ものであった。See, RESTATEMENT (SECOND) OF TORTS, supra note 78, at § 436 A cmt. b.
（81）　580 N.W.2d 86 (Neb. 1998).
（82）　Id. at 94.
（83）　Id. at 95.
（84）　527 N.W.2d 553 (Minn. 1995).
（85）　Id. at 557.
（86）　Id. at 560.
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州最高裁判所も同様に、1997年のWilliamson v. Waldman（87）で現実にHIV
ウイルスにさらされたことを立証しなければ精神的損害賠償を請求できな
いと判断している（88）。そして、被告の過失が一般に流布されたAIDSの知
識をもつ一般通常人の被る程度まで精神的損害を与えていなければならな
いと付言している（89）。
　AIDS事案で危険領域基準が適用された例も存在する。2011年にワシン
トンD.C.最高裁判所はHedgepeth v. Whitman Walker Clinic（90）において、
加害者と被害者が特別な関係にある場合には、危険領域基準が不必要に精
神的損害賠償認容を制限すべきではないと述べている（91）。本件は原告が被
告クリニックでAIDS感染の誤診をされた結果、精神的損害が発生したと
して当該賠償を請求した事案である。被告クリニックが原告の精神的損害
発生を予見するだけの関係をもっており、身体的損害と精神的損害への医
師の注意義務は相互に連結しているため、共同被告である医師の過失によ
り精神的損害が発生したと思料される場合には当該賠償がなされると判断
したのである（92）。
　以上のように州により危険領域の解釈が異なる。判例が明示しているわ
けではないが、身体的損害発生の蓋然性の高低により幅が由来しているも
のと推定される。またHedgepeth判決により、原告と被告の間に精神的損
害発生が予見できる関係がある場合には、当該損害が推定されるのであ
る。
　ところで、身体的損害発生の蓋然性の高い事案にはアスベストによる被
害が想定される。テキサス州最高裁判所は1999年のTemple-Inland Forest 
Products Corp. v. Carter（93）で、アスベスト吸引で発生した精神的損害にか
（87）　696 A.2d 14 (N.J. 1997).
（88）　Id. at 16.
（89）　Id. at 23.
（90）　22 A.3d 789 (D.C. 2011).
（91）　Id. at 792.
（92）　Id. at 810-13.
（93）　993 S.W.2d 88 (Tex. 1999).
白鷗法学　第25巻１＝２号（通巻第52号）（2018）274
かる賠償請求の是非を判断した。本件は電気工事工が工事中にアスベスト
を吸引し、アスベスト疾病が未発症であるにもかかわらず将来の発症を危
惧したと主張して精神的損害賠償を請求した事案である。本判決は、アス
ベストを原因とする疾病が未発症であり、単なる将来発症の可能性だけ
では当該賠償を請求することはできないと判断した（94）。その理由として、
精神的損害賠償の請求は身体的損害が既に発生している場合にのみ認め
られると述べたのである（95）。一方で、アスベストにさらされたことを原因
として精神的損害賠償を請求できることは、アメリカのほとんどの州で
認められていると指摘した（96）。そして、合衆国最高裁判所のMetro–North 
Commuter Railroad Co.判決（97）に準拠して、労働者のアスベスト吸入によ
る被害の賠償を連邦雇用者責任法に基づいて請求すべきであると述べたの
である（98）。アスベストは中皮腫を発症させる蓋然性の高い物質である。そ
のため、疾病発症の蓋然性が高く、また職場環境によって疾病の危険性が
増幅されるアスベストについては、連邦雇用者責任法の適用に限定して精
神的損害を単独で認めることになったのである。
五　精神的損害の重篤性
　医療事案では、危険領域基準の適用により物理的意味での接触が精神的
損害賠償の要件から外れ、その代わりに疾病発症の身体的兆候が必要とさ
れるに至った。しかし、重篤な損害が発生した場合には身体的兆候すら不
要となったのである。リステイトメント第三版第47条(b)項がこれを示し
ている。損害の重篤性が明白な場合には、身体的損害から独立した精神的
損害賠償が可能になるのである。
（94）　Id. at 94.
（95）　Id. at 92.
（96）　Id. at 93.
（97）　Metro-North Commuter Railroad Co., 521 U.S. 424.
（98）　Temple-Inland Forest Products Corp., 993 S.W.2d at 92-93.
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　この重篤性が推定されるには、まず加害者および被害者の密接な関係が
必要である。一定集団の中での関係断絶、約束履行での過失、そして突然
の信頼関係切断など身体的損害を伴わない精神的損害が引き起こされる関
係である（99）。具体的には、患者と医師との関係など診断への全幅の信頼を
寄せることのできる信頼関係である。他にも結婚、葬儀、そして美容整形
など個人的かつ情緒的性質をもつ契約がこれに該当するとされている（100）。
　次に重篤な精神的損害を発生させると類型化できる行為である。つま
り、性質により精神的損害が重篤であると容易に推定できる行為である。
これに該当する行為には、霊安室などでの杜撰な遺体の処置がある。死亡原
因がアルコールと麻薬の摂取とされ検死のため解剖に付された後、臓器が体
内に適切に戻されなかった事案では、最愛の故人の遺体の処置が杜撰であっ
たと認定されて精神的損害賠償請求が認められている（101）。検死後の遺体処理
の杜撰さのみならず、検死そのものも精神的損害請求の原因と認めた例も
ある。これは、マサチューセッツ州控訴裁判所判決である2001年のKelly v. 
Brigham & Women's Hosp.（102）である。本件では配偶者の同意なく研究目的
で遺体から臓器の一部が取り出されていた（103）。本判決は、制定法の根拠およ
び配偶者もしくは近親者の同意なく検死を行うことが多くの者にとり嫌悪の
対象になるため、その救済が必要とされて精神的損害賠償請求を認めたので
ある（104）。遺体処理についてリステイトメント第三版第47条のコメントは、
重篤性を推定する一定類型に属する行為として認識されてきたと述べてい
る（105）。これに加えリステイトメント第三版が示す類型に該当する行為は、虚
偽に死亡または病気であると電報やその他の通信手段を使って関係者に連絡
（99）　RESTATEMENT (THIRD) OF TORTS, supra note 1, §47 cmt. a.
（100）　Nome Commercial Co. v. Nat’l Bank of Alaska, 948 P.2d 443, 453 (Alaska 1997)
（101）　Boorman v. Nevada Mem’l Cremation Society, 236 P.3d 4, 7-8 (Nev. 2010).
（102）　745 N.E.2d 969 (Ma. 2001).
（103）　Id. at 971-72.
（104）　Id. at 973-74.
（105）　RESTATEMENT (THIRD) OF TORTS, supra note 1, §47 cmt. f.
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することである（106）。これらは人の死を巡る違法な行為であり、重篤な精神的
損害発生の危険性が高いと判断されているわけである（107）。
　また遺体処理にかかる精神的損害の重篤性は請求権者からも推定可能
である。アイダホ州最高裁判所は1990年のBrown v. Matthews Mortuary, 
Inc.（108）で、請求権者を配偶者もしくは最近親者に限定すると判断してい
るのである（109）。遺体処理、葬儀の開催、そして遺体を法的に処理する主た
る権利をもつことがその理由とされているのである（110）。配偶者および近親
者に遺体処理を原因とする重篤な精神的損害の発生が推定されるわけであ
る。
　それでは、遺体処理の杜撰さがどの程度であれば、精神的損害賠償請求
の訴訟原因となる重篤性を満たすのか。これについて2001年のGonzalez v. 
Metropolitan Dade County Public Health Trust（111）で、フロリダ州最高裁判
所は遺体の過失行為による処理についても接触ルール適用の必要性を示し
ている。本件は死亡した乳児の葬儀が行われた際に、遺体が病院の霊安室
で冷蔵されたままであったことが精神的損害を与えたと主張して、乳児の
両親が当該賠償請求の訴えを提起した事案である（112）。本判決は、フロリダ
州が依然として過失行為による精神的損害賠償請求には接触ルールを採用
していることを理由として、本件での精神的損害賠償請求を退けた（113）。そ
の理由として、精神的損害の主張は容易であり、身体的接触により重篤性
（106）　Id.
（107）　人の死に限定されるため、ペットの死に対しては精神的損害の重篤性は認められ
ないことが推定される。See, e.g., Kondaurov v. Kerdasha, 629 S.E.2d 181, 187 n.4 (Va. 
2006). ただし本判決ではペットの犬の交通事故死が加害者の重過失に拠らないこと
を理由として、飼主への精神的損害賠償を否定している。
（108）　801 P.2d 37 (Idaho 1990).
（109）　Id. at 44.
（110）　Id.
（111）　651 So.2d 673 (Fla. 2001)
（112）　Id. at 673-74.
（113）　Id. at 674-75.
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が示されてその救済がなされることになると結論づけたのである（114）。した
がって、杜撰な遺体処理にかかる重篤な精神的損害の判断基準は広範なも
のであることになる。リステイトメント第二版は、故意または過失により
遺体の処理を行った者に賠償責任を認める。その際には身体的損害発生を
前提としない基準を用いた（115）。ただし、フロリダ州最高裁判所が示した接
触ルールが例外として存在することも併せて記載していた（116）。つまり、リ
ステイトメント第二版に示された状況は変化していないのである。
　精神的損害が重篤になるか否かの判定は、加害者と被害者の関係および
過失行為の程度に委ねられるが、これは被害者の置かれた状況を要素とし
て個々の事案により変化する。例えば有毒物質の長時間かつ広範囲な汚染
ががん発症の恐怖という重篤な精神的損害の誘因になったと結論づけら
れ（117）、また児童虐待をした教師を復職させる行為が重篤な精神的損害を誘
発するものであると判断されている（118）。このように重篤性の範囲は広くな
るため、精神医学の専門家証言が必要であることはいうまでもない（119）。
おわりに
　アメリカ不法行為法においては、従前より精神的損害賠償の前提に身体
的損害を必要とする接触ルールが支配的であった。当該ルールは、精神的
損害が立証困難で虚偽により賠償が請求されるという憂慮のため、これと
因果関係をもつ明確な証拠となる身体的損害を必要とした。しかし、重篤
な精神的損害が存在し、かつ身体的損害発生が切迫した状況にある場合に
（114）　Id. at 676. 
（115）　RESTATEMENT (SECOND) OF TORTS, supra note 78, at § 868. 当該行為が法外な場合
に限り身体的損害を必要とせず、単なる過失の場合には精神的損害賠償の請求権を
認めていない。See, cmt. on caveat g.
（116）　当該行為が法外な場合に限り身体的損害を必要とせず、単なる過失の場合には精
神的損害賠償の請求権を認めていない。Id. at § 868 cmt. on caveat g.
（117）　Temple-Inland Forest Prods. Corp. v. Carter, 993 S.W.2d 88, 93 (Tex. 1999).
（118）　Doe Parents No. 1 v. State, Dept. of Educ., 58 P.3d 545 (Haw. 2002).
（119）　O’Donnell v. HCA Health Servs. of N.H., Inc., 883 A.2d 319, 324 (N.H. 2005).
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は、身体的損害が不在であっても精神的損害賠償を認める傾向が現れてき
た。これがいわゆる危険領域基準と呼ばれるものであり、身体的損害発生
が差し迫った状況に被害者が存在した場合には精神的損害を認めるもので
ある。
　接触ルールおよび危険領域基準とも、あくまでも精神的損害賠償の根拠
を身体的損害との関連性に求めるものであり、精神的損害の前提に身体的
損害を据えるものである。医療事案では、身体的損害の不在にもかかわら
ず精神的損害が認められるには、疾病という身体的兆候が存在し当該損害
重篤である場合に限定される。身体的兆候が不在にもかかわらず重篤な精
神的損害が存在するとして当該賠償が認められるには、虚偽請求が推定さ
れず精神的損害が断定的に存在する状況に限定される。アメリカにおいて
は遺体の杜撰な処理など人の死にかかわる行為が主に該当する。
　精神的損害賠償を身体的損害から独立して請求する場合、いかなるもの
が重篤となるのか。その判断基準は信頼関係の存在と重篤性が推定される
一定の類型に属する行為である。そして重篤性判断は個別事案によって変
化する。現代社会はストレスの多い社会である。そこで今後、重篤性が推
定される類型が広範化する可能性がある。そこで、今後この点についての
検討がより一層必要となるのである。
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